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姉妹都市事業および提携
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はじめに

JETプログラムの目的の一つは、日本と外国間の関係を深めることである。この目標の達成に向けて、JET参加者が「２都市を組み合わせる」、言い換えれば、「２都市を姉妹都市提携に結び付く」という概念へ貢献するようになった。いかにも、契約団体が受け入れるJET参加者の選定過程には姉妹都市関係が考慮に入ることは真実である。これにより、姉妹都市を出身地とするJET参加者がその市町村に派遣されることはよく見られる傾向である。

本レポートは姉妹都市提携と現在JETプログラムとの関わり合いや、JET参加者がどのようにしてこれらの連携を利用し、国際関係を立ち上げたり、又は深めることができたりするかということを研究するつもりで書かれたものである。

「ツインタウン」や「友好都市」、「ペア都市」などといった言い方はたくさんあるが、このレポートでは「姉妹都市」という表現のみを使用する。そして、特に指定がない限り、「都市」という言葉は小規模の町や村も含んだ意味で使う。

方式

 

本レポートの土台となったデータと解析は１８４名のJET参加者が回答してくれたインターネット調査（２００９年１１月実施）からわかったものである。回答者のうち、８９％（１６３名）はALTで、残りの１１％（２１名）はCIRだった。１１８名は配属先欄を記入してくれたことから、日本の３０県を網羅することができた。質問は多項選択式と自由記述式との二つの種類だった。発信方法に関しては電子メール、ソーシャル・ネットワーキングサイトのFACEBOOK、AJETの公式ホームページ、AJET都道府県別支部のウェブサイト、そして口コミなどを利用した。

結果

アンケートに協力してくれた１８４名のJET参加者の中から、５５．４％（１０２名）はそれぞれの市町村においての姉妹都市提携の存在を承知している、１６．３％（３０名）は存在していないと把握している、そして２８．３％（５２名）は全くわからないと回答した。

姉妹都市関係があるとわかっている回答者のうち、８４名が「あなたの市町村又は学校では、どういった姉妹都市交流事業を行っているか？」という質問に回答してくれたが、たったの４４％（３７名）は姉妹都市関係事業に関わっているというのが現状であり、５６％（４７名）は何の役割もない。

姉妹都市交流は様々な形で行われるものだと調査結果からわかった。青少年交流のほかに、公式訪問団の受入事業も行っている自治体は多かった。ここで北海道配属のJET参加者１名から教えてもらった独特な交流の事例を紹介する：「私の市町村では、地域発表、市長間の定期的やり取り、そして技術交換を実施している。」これについてより詳しく尋ねたら「技術交換を通して実用化可能な技術を手に入れられるので、とても大事な事業だと思う。両市はわずかな３６０キロで離れていることから、毎年交流がさらに盛んになっている。」という回答を。でも、彼女はこれらの交流に「多少」しか関係していない。
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さらに事例を挙げると、佐賀市のバルーンチーム交流、島根県とフィンランドの友好を象徴するフィンランド風建築や風車小屋の設置、ペンフレンド事業、青少年交流事業などがある。
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姉妹都市事業および提携に直接に関わっているJET参加者事例
３４名のJET参加者がそれぞれの姉妹都市事業への参画について説明してくれた。どういった形で関わっているかと聞いたら、ほとんどは交流事業および受入事業がメインな役割だと回答した。「その他」では（自由記述式の質問）９名のうち８名が訪問時の通訳や使節団の来日準備や調整に関するやり取りの翻訳に努めている。
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３４名の回答者の中、５名は非常に関わっている、１５名はそこそこ関わっている、そして１４名はまれに又は多少関わっていると感じている。
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数多くの回答はＪＥＴ参加者が通訳や翻訳業務に取り組んでいることを示した。

姉妹都市関係は以前から存在していたものだったので、私が着任直後から関わっている。主に担当する業務は両市間のコミュニケーション（翻訳・通訳作業）、そして本来ならば例年行われる青少年交流事業時の通訳もやっている。

姉妹都市を訪問する又はホームスティを体験する派遣生向けのオリエンテーションや使節団の受け入れがまた一つの回答だった。

姉妹校とのやり取りを援助している（文書の修正やメールの内容説明、ホストファミリーへの手紙の校正）。


姉妹都市へ出発する前に文化の相違、ホストファミリーとうまく暮らす方法、役立つ英語（必要に応じて基礎的なフランス語教育も）をテーマにしたオリエンテーションを行う。

派遣生を受け入れる年は特設英会話授業を開き、ゲームを通じて異文化を学ぶ機会を与える。また、パーティー、教員たちとの宴会、文化交流アクティビティ（茶道など）という行事にも参加する。

大半の回答者が姉妹都市・姉妹校関係は絶好もしくは良好だと思い（２４名）、不良もしくは努力が必要と感じている人は１１名に及んだ。
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JET参加者が姉妹都市・姉妹校事業を計画した事例もある。あるJET参加者が、市民の協力を得て、ローカルな小学校の学生８名に姉妹都市でのホームステイを企画したという。

続いて、一人のALTが既存していたプロジェクトをピックアップし、拡充した実例を以下に紹介する。

私の学校のALTはずっと前から派遣生の行事に参加していたので、私も着任してから同じ仕事を頼まれた。それ以来、出発する前のオリエンテーションの内容を充実するように努めてきた。内容を担当するのは私のみ。


次年度の交流事業にESSサークルのメンバーをより関係させたいと思っている。さらに、派遣生が日本を経つ前にペンフレンド事業の開始または学校の紹介ビデオ作成も検討しているところだ。

あるCIRが既存の事業に変更が必要だと示し、その改善にかけた。

姉妹州で行われる選定過程に対して、富山入国管理局の関与があまりにも低いことが原因となり、研修員事業にふさわしい参加者を見つけることが困難となっている。なので、私のほうから方式の変更を提案し、姉妹州政府と直接交渉を行った結果、向こうが今後より大きな役割を果たすようになった。このことから、多文化共生および市民レベルの教育を図るために、新たな研修事業が生まれた。

JET参加者は姉妹都市関係事業に関わっていないという理由がいくつか述べられている。
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数名が職務説明書には書いていないことと、姉妹都市交流を維持することが他の職員の仕事だという二つの理由を挙げた。しかしそれでも、こういった業務を担当するCIRもいる。さらに、姉妹都市関係構築を担当する非JET参加者（ALT）もいるということがわかった。

２つ以上の契約団体が姉妹都市から非JET参加者のALTを雇用しているという報告を受けた。１名は姉妹都市交流事業に参加させられるが、同市町村配属のJET参加者の出席は要求されない。また、ある奈良市のALTによると、「姉妹都市関係はALTの仕事ではない。以前、非JET参加者のALTが全部の行事に参加していたのだが、今はそうではない。」 

広島県呉市では、JET参加者のALT２名は「配属先の姉妹都市関係と全く関わりがない」と感じている。そして「あと１名のALTはいるが、そのALTは姉妹都市交流の一環として教員で来日し、姉妹都市関係事業のアクティビティに参画している。」同市配属のALT１名が興味深いと思ったのは「呉市の姉妹都市協会が非JET参加者をスポンサーし、県および市レベルで開催されるJET行事に参加させていること（オリエンテーションを含めて）。」実は、彼が姉妹都市提携の存在に知らされたのは偶然だと以下のように説明した：

呉市の姉妹都市からいらっしゃった訪問団のために地方のライオンズクラブが歓迎レセプションを主催したのだが、私はその食事会に招かれた。そのときに初めて姉妹都市関係の存在を知った。その数ヶ月後、私のベーススクールの生徒1名は1ヶ月ほどの姉妹校交換プログラムに参加した。当プログラムを通じて、私はベーススクールとアメリカにある姉妹校間で生徒会議を開くことができた。又、交換プログラムへ応募した日本人学生に面接の準備を手伝った。

ただし、彼が直面している障壁は契約団体が県の教育委員会となっているので、姉妹都市提携と最も詳しい職員とほとんど接触がないということ。

おわりに

この調査結果から推定できることはほとんどのJET参加者はそれぞれの市町村の姉妹都市関係を好意的に思っていることだ。数多くのJET参加者の出身地が配属先と姉妹都市提携で結ばれているので、これは道理にかなうことだ。しかし、一方では、姉妹都市関係の存在およびそれに伴う行事を承知しているJET参加者の数が少ないということもわかった。

これにはいくつかの理由があると考えられる。その一、お役所仕事がJET参加者による参画を妨げてしまうことと、ただ単に姉妹都市交流事業に参加することは義務ではないこと。それに加えて、大概のJET参加者には姉妹都市提携に関する情報が届かないことも原因となっていると思われる。これは情報自体が共有されていないか、英語化されていないか、もしくはJET参加者が自分から探そうとはしていないからかもしれない。

従って、AJETは現在、JET参加者がより積極的に参加できるように姉妹都市関係 の啓発方法についてブレインストーミングを行っているところだ。

質問

クレアと外務省へ

1. 何名もの県配属JET参加者が姉妹都市交流事業に参加したい気持ちはあると主張しているが、市の教育委員会との連絡はあまりにも単発なものでああるため、イベントなどについてはほとんど周知されないらしい。どのようにして姉妹都市関係に関する情報がJET参加者へ届かせるのだろうか？ 

2. 姉妹都市提携に興味を持っている人に案内できる情報サイトはあるのだろうか？

3. 姉妹都市関係についてJETコミュニティに伝えてほしいことは何かあるのだろうか？

4. 姉妹都市事業に関わっているJET参加者をJETエフェクトでピックアップすることはどう思われるだろうか？




AJET・クレア・文部科学省・外務省・総務省　意見交換会


２０１０年１月１２日～１３日


